















































































































1979 3pg98．1 UL、4 1》lq3、3 98．4 LZて3、9 114、τ 一1τ0，6 53τ，8 103．6
1980 4，470．0 124．6 1，085．2 96．8 1，212．7 ユ09．2 一127．5 571．7 1ユ0．1
1981 4，773．0 133．0 1，089．5 97．2 1，115．0 100．4 一25．5 629．9 121．3
1982 5，193．0 144．7 1，124．0 100．3 1，153．3 103．8 一29，3 700．0 134．8
1983 5，809．0 161．9 1，249．D 111．4 1，292．5 116．3 一43．5 775．6 149．4
1984 6，962．0 194．0 1，50L9134．0 1，546．4 139．2 一44．5 947．4 182．4
Σ985 8，557．6 238．5 L866、4166．5 L844．8166．o 21．6 2，040．8393．0
1986 9，696．3 270．2 2．2603201．6 2，33G．8 209．8 一70，52，090．7 402．6
198711β01．O 315．0 2，368．9 21L32，448．5 220．4 一79．62，140．4412．2
198814，068．2 392．1 2，628．0 234．4 2，706．6 243．6 一78．62，390．5 460．3
198915，993．3 445．7 2，947．9 262．9 3，040．2 273．6 一92，32，727．4525．2
199017，695．3 493．2 3，312．6 295．5 3，452．2 310．7 一139．62，821．9 543．4
199121，664．8 603．8 3，610．9 322．1 3，813．6 343．3 一202．了 2，990．2 575．8
199226，655．5 742．9 4，153．1 370．4 4，389．7 395．1 一236．63，121．6 601．1
199334，133．5 951．3 5，114．8 456．2 5，319．8 478．8 一205．04，255．3 819．4































































予算収入 中　　央 地　　方 予算外禔@　入 中　　央 地　　方
1979 1，067．96152．72915．24452．85
1980 1，042．22166．74875．48557．40
1981 1，016．38151．67 864．71 601．07
1982 1，083．94218．45 865．49802．74270．70532．04








1990 3，134．34 1，189．661，944．682，708．64 1，073．28 1，635．36
1991 3，409．！01，195．902，213．20 3，243．311，381．11，862．20
































総　計 中　央 地　方 総　計 中　央 地　方
1980 一25．74 14．02 一39．76 104．55 N　A N　A1981 一25．84 一15．07 一10．7743．67 N　A N　　A1982 67．56 66．78 0．78 201．67 N　A N　A1983 127．22 115．7711．55 164．94 89．20 75．74
1984 255．89 155．44 100．45220．80 110．64110．16
！985 370．70 188．77 181．14 341．55165．56 175．99
1986 347．36 162．30 185．06207．28 80．50 126．75
1987 77．90 一41。50 119．47291．49 111．40 180．09
1988 226．99 107．57 119．42331．97 79．12 252．85
1989 314．40 54．50 259．90 298．06165．13 132．93
1990 330．53 228．23 102．30 49．81 1．00 48．81
1991 274．76 6．24 268．52 534．67 307．83226．84
1992 535．04 244．38290．66 611．61 326．62284．99




















































































































































































































税　　　　　　目 徴　　収　　範　　囲 単位 税率（税額）
1．たばこ
1．甲類巻きたぼこ 各種の輸入巻たばこ 45％
2．乙類巻きたばこ を含める 40％
3．シガー 40％
4．きざみたばこ 30％
2．酒とアルコール
1．食糧白酒 25％
2．芋類白酒 15％
3．黄酒
?
240元
4．ビール 噸 220元
5．その他の酒類 10％
6．アルコール 5％
3。化粧品 化粧品セットを含め 30％?
4．護肌月月品 17％
5．高価な装身具や真珠宝石玉石類 各種の金，銀，真珠 10％
宝石の装身具と真珠
宝石玉石類
6．爆竹，花火 15％
7．ガソリン 2 0．2元
8．ディーゼル油
?
0．1元
9．自動車タイヤ 10％
10．オートバイ 10％
1！．乗用自動車（排気量　m2）
1．乗用車
2200以上（2200を含む） 8％
1000－2200（1000を含む） 5％
1000以下 3％
2．ジープ車（四輪駆動）
2400以上（2400を含む） 5％
2400以下 3％
3．小型バス 22座席以下
2000以上（2000を含む） 5％
2000以下 3％
注）（出典）『中華人民共和国消費税暫定条例』。mEはccと同じ。
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　5．課税ベースを区分する煩環を避けるため，消費税と増値税の課税ベー
スを同一にするが，増訂税を徴収する時，その売上額の中に消費税を含めて
いる。
　6．消費税は輸出の消費品目にしか免税しない。その目的は輸出を奨励
し，中国製品の国際競争力を高めることである。
　また，新営業税は従来の営業税と工商統一税を基礎として形成された。
　1．新営業税の徴税範囲は，従来の営業税の徴税範囲から増値税となった
ものを除いて残されたもの（商品の卸売と小売，従来の「公益事業」税目の
中の水，電気，熱等を売る業務，従来の「質入業」税目の中の質流れの物品
販売，及び「サービス業」税目の中の加工と修理修配）なので，基本的には
サービスと不動産を売るという二種類の経営行為に限られる。
　表6　新営業税の税目と税率
税　　目 課　　　税　　　範　　　囲 税　率
1．交通輸送業 陸上輸送・水上輸送・航空輸送・パイプ輸送・積み卸 3％
運搬
2．建築業 建築・組立・修繕・装飾とその他の工事作業 3％
3．金融保険業 5％
4．郵便通信業 3％
5．文化体育業 3％
6．娯楽業 歌謡ホール・ダンスホール・カラオケホール・音楽喫 5－20％
茶店・ビリヤード・ゴルフ・ボーリング・遊戯娯楽
7。サービス業 代理業・旅館業・飲食業・観光業・貯蔵業・賃貸し 5％
業・広告業とその他サービス業
8．無形資産譲渡 土地使用権・特許権・非特許技術・商標権・著作権・ 5％
商轡（企業の信用と名誉）の譲渡
9．不動産売り 建物とその他の土地付着物 5％
注）　（出典）r中華人民共和国営業税暫定条例』。
一172一
中国の税制改革と新税制　817
　2．従来の営業税ば14税目あったが，新営業税は9税目である（交通運輸
業，建築業，金融保険業，郵便通信業，文化体育業，娯楽業，サービス業，
無形資産の譲渡，不動産の販売）。従来の営業税には28税率（1993年から26税
率になった）があって5級に分けられていたが，改革後の営業税は9税率に
なって，3級に分けられている㈹。
　3．従来の営業税の減免税項目の大部分が取り消された。新営業税の減免
税の権限は国務院に集中され，他の部門や地区でもその権限を持つことがで
きなくなった。また，統一的な減免税措置は保留されたので，各企業への減
免措置も施行できなくなった。
4．所得税の改革
　中国の所得税改革には企業所得税の改革と個人所得税の改革が含まれてい
る。
　企業所得税の改革は2つの段階に分けて進められる。第1の段階は内資企
業所得税を統一し，第2の段階では，内・外資企業統一の所得税制を形成す
る。
　内資企業の所得税改革では従来の4つの税種（国営企業所得税，国営企業
調節税，集団企業所得税，私営企業所得税）を合体して，一つの企業所得税
を形成した。従来の企業所得税率の仕組みは，国営大中型企業に55％の比例
税率（いわゆる「一戸一身」の調節税がある）を適用し，国営小型企業・集
団企業に10～55％の8級の累進税率を適用し，私営企業に35％の比例税率を
適用して，「梯子等級型税負担」の状況を形成していた。改革後は，各種企業
は統一的に33％の税率で企業所得税を徴収することとなった。
　新しい企業所得税では，課税前の控除項目を調整して各種コスト・費用や
損失のほかに4つの課税前の控除項目を明確化した（ig）。改革後の企業税制
は，企業の減免税の特典について具体的な規定を設けていないので，原則的
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には政策措置を通じて行うしかない。これには，（1）指導・奨励の必要がある
民族企業・地方の自主的企業については，省レベルの人民政府の批准を経て
定期的に減免あるいは免税を実行できる。（2）法律・行政法規，国務院の関連
規定な：どによって減免あるいは免税を認めている企業については，規定通り
にこれを行う，ことなどである。
　個人所得税の改革によって，従来の個人所得税を充実して，旧城下個体工
商戸所得税，個人収入調節税などを取り止めた。新しい個人所得税の適用範
囲には中国領域内壁住民と非居住民を含めている。居住民とは中国領域内に
住所があるか，或いは住所がないが中国領域内に満一年以上居住している個
人を指す。居住民は中国領域内と中国領域外に得られた所得によって納税す
る。非居住民とは，中国領域内に住所がない個人・或いは住所はあるが中国
領域内に一年未満の問居住している個人を指す。非居住民は中国領域内でし
か得られない所得によって納税する。
　給料・賃金などの所得に対して，毎月収入額マイナス800元の残高を課税
所得額として，5％から45％までの9級累進税率を実施する。在華の外国人
技術者・専門家にたいしては，その平均収入レベルや生活レベルに応じて，
また為替レートの変化によって，控除費用を確定できる規定がある。個人工
商業者の生産・経営所得に対しては，毎課税年度の収入総額からコスト・費
用及び損失を差し引いた残高を課税所得額として，企業事業単位の請負経
営・賃貸し経営の所得にとって，毎納税年度の収入総額から必要な費用を差
し引いた残高を納税の所得額として，この両方も5～35％5級累進税率を実
施する。サービス報酬などの所得，特許権使用料から得られる所得，財産賃
借り所得に対しては，毎回の収入が，4000元を超えない場合，800元の費用を
控除し，4000元以上なら，20％の費用を控除して，その残高を課税所得額と
して，20％の比例税率を実施する。そのほか，原稿料等についても，いくつ
かの具体的な規定がある。
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　　5．資源税その他の整備
　資源税の再編成は従来の資源税と塩税を基礎として行った。これまでの資
源税は4種類の鉱産物（原油・石炭・天然ガス・鉄鉱石）にしか課税されな
かったが，新資源税の課税範囲は鉱産物と塩に確定され，鉱産物の課税範囲
もすべての鉱産物に拡大された（表7参照）。
　　　　　　　　　表7　資源税の税目・税額幅
? ?
一、原油
二、天然ガス
三、石炭
四、他の非金属原鉱
五、鉄金属原鉱
六、非鉄金属原鉱
七、塩
　固体塩
　液体塩
税　額　の　幅
8－30元／トン
2－15元／千㎡
0．3－5元／トン
0．5－20元／トン（㎡）
0．4－30元／トソ
0．4－30元／トソ
10－60ラ己／トン〆
2－10元／トン
　　　　　　　　　注）出所：『中華人民共和国資源税暫定条
　　　　　　　　　　　例』による。
　土地増値税は土地管理のために，特に国有地の譲渡価格が低すぎるので土
地譲渡いわゆる土地転がしを通じて暴利を貧れることに対して新設したもの
である。
　この税は，中華人民共和国所有の土地使用権及び地上の建物とその付着物
を有償で譲渡して収入をあげた単位と個人が納税者である。土地増血税の額
を計算するに際しての控除項目には，土地使用権を取得するために支払う金
額，土地を開発するコストと費用，新しい建物をつくるコストと費用，或い
は古い建物を評価した価格，家屋及び土地資産の譲渡に関する税金，財政部
で規定したその他の控除項目が含まれる。土地増値税では4級の累進税率を
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実施している。増値額が上述の控除項目金額の50％を超えない部分は30％の
税率を，増盲虻が控除項目金額の50％から100％までの部分は40％の税率を，
増叫泣が控除項目金額の100％を超え200％までの部分には50％の税率を，毎
期額が控除項目金額の200％以上部分には60％の税率を適用する。
6．「分税制」と新税制改革の問題点
　（1）政府間関係における「分税制」
　この税制改革と並行して，政府間関係における「分税制」を特徴とした財
政体制の改革が実施された。中央財政と地方財政の関係を整理するため，中
央と地方の権限を明確にし，中央と地方の収入を区分し中央税と地方税に分
ける。そうして，中央と地方にそれぞれ税務機関を設置して，それぞれが徴
税する方法である。これを通じて請負制（画分収支）以来の政府間関係は大
きく改善される筈である。表8は，中央財政と地：方財政の収入の新しい区分
（画分）を示すものである。
　これまでの経過を見ると，1993年から中央が地方の既得の利益に配慮し，
地方の積極性を活用して，その税収額に応じて中央財政から地方財政に還付
する制度が始められた。即ち，1993年から，中央が，地方から振り替える
（いわゆる「油画」）収入は，地方に全部返却する。1994年以降，中央の地方
に対する税収の返却額は，1993年を基準として毎年増加し，増加の割合は全
国の増値税と消費税の増加率の1：0．3の割合で確定することとした。した
がって，いくつかの地方では，中央からの返却基準額を高めるため1993年末
までに税金の徴収を強行した。統計に見るとおり，1993年9月，地方のある
地区の税収は毎年同期より55％増加し，ある地区の税収は100％まで増加し
た。広東のいくつかの地区では，慣例によって，1994年1月に徴収する税金
を1993年12月に徴収して1年の間に13ヵ月の税金を徴収した（20）。したがっ
て，1993年の国家予算の財政収入が19．9％増加したにもかかわらず中央財政
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表8　中央と地方の財政収入の区分
　　　　中央財政固定収入
1．関税，税関代徴消費税と増値税
2．消費税
3．中央企業所得税
4．非銀行金融企業所得税
5．鉄道，銀行総行，保険総公司等部
　　門の集めて納める収入（営業税，
　所得税，城市維持建設税と利潤を
　含めて）
6．中央企業の上納する利潤
7．その他
　　　中央・地方の共有収入
1．増値税（中央が75％で，地方が
　25％で）
2．資源税（その中に，海洋石油資源
　税だけを中央収入として，ほかの
　を地方収入として）
3．証券取引税（中央と地方がそれぞ
　れ50％）
　　　　地方財政固定収入
1．営業税（鉄道，銀行総行，保険総公
　司の営業税を含まない）
2．地方企業所得税（非銀行企業所得税
　を含まない）
3．地方企業の上納する利潤
4．個人所得税
5　城市土地使用税（土地利用税）
6．固定資産投資方向調節税
7．都市維持建設税（銀行総行，鉄道，
　保険総公司が集めて納める部分）
8．家屋税
9．車船使用税
10．印紙税
11．屠殺税
12．農牧業税
13．耕地占用税
14．契約税
15．遺産税（相続税）と贈与税
16．土地増堅剛（土地付加価値税）
17．国有土地有償使用収入
18．その他
の収入は3．6％下がり，地方の収入が35．5％の増加となった。このようにし
て，「分税制」の導入によって財政収入に占める中央の比重の弱化がもたら
されたのである。
　そのほか，「分税制」を実施したら，地方の収入を増加し得る産業や企業に
投資しやすい傾向ができ，地方税の項目を重視して，中央税の割合が比較的
一177一
822
大きい項目や産業に対する投資は減少し，中央の管理も弱化する。このよう
にすると，中央財政収入の割合に影響するだけでなく，地域間の産業構造の
類似化や投資の重複化などを引き起こす問題点もある。
　したがって，「分税制」は地方の保護主義を克服しない上に，全国的な統一
市場の形成を推進しないぽかりでなく，逆に，地方利益（不適当な利益も含
めて）を守ることになるだろう。
　（2）税負担構造の変動
　企業間の税負担も，新税制によって変わった。1．異種所有制企業：国有
企業の負担が下がり，集団企業の負担は上がり，私営企業の負担が下がり，
外資企業の負担は変わらない（東部沿海地区では特別区が15％，14の沿海開
放都市と高度技術開発区が24％の所得税率を依然として実施している）。と
ころが，すべての企業に33％の税率は適用しない（利潤率の低い企業には
27％と18％の二つの税率を設置する）ので，税の平均負担率は実に26．77％
である。他方，旧来の税制より，税の平均負担率は0．27％上昇した。2．異
業種企業：総体から見れば，税の負担率は，第1次産業の中の採掘業が上が
り，第2次産業の中の加工工業が一般的に下がり，第3次産業の中の小売業
が下がり，卸売業が上がっている。流転税を主体とする新税制は，企業の税
負担が上流産業に属する企業の税負担と直接に連動している。業種によって
も税負担がちがう。例えば，石炭営業の売上高の中でその増加額が48．8％に
達し，その増値鞘の負担が比較的に重いが，繊維業の売上高はその増加額が
21．1％しかなく，増値税の負担が比較的に軽い（21）。
　地域間の税の負担も新税制によって変わった。沿海地域には加工工業が集
中して，総体的に税負担は軽くなると同時に，集団経済の比重が比較的に大
きくなった（全国集団企業の総生産額の中に東：部沿海6省市の割合が59％を
占める）ので，総体的に税負担が重くなる傾向がある。中西部地域は鉱産資
源が集中して，総体的に税負担は重くなると同時に，国有経済の比重が比較
的に大きい（中西部24省市工業総生産額の中で国有企業の割合が74％を占め
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る）ので，総体的に税負担が軽くなる傾向が見られることは明らかであろ
う。つまり，東部沿海地域の総体的な税負担は中西部地域よりすこし高く
なっている。しかし，1993年に始まる税の返却制度の影響によって，東部
（6省市）地域と西部（24省市）地域の格差が拡大する傾向がある。特に，
1993年の財税制改革の実施による。1993年の各地域の財政収入の増加の速度
を見れば，数字の比較的大きい東部地域が速く，数字の比較的小さい西部地
域が遅いという現象が現われている。
　このほか，この税制改革は総体的に企業の税負担を増加させず，理論的に
は物価の総レベルの上昇を引き起こしていない。しかし，中国現行の経済体
制では，税制改革によって，税負担の減少は物価の値下がりを起こさない
が，税負担の増大は必ず物価の値上がりに転嫁する。これは，中国のマクロ
経済環境が，これまでずっと需要が供給を超えているからなのである。
　今後，如何に新税制を充実するかは，中国にとって，非常に重要な課題と
なっている。
注
（1）国際連合地域開発センター・石弘光編r現代中国における都市・地方行財政の調査研
　究』1994年。神野直彦論文，仁連孝昭論文，ほかが掲載されている。
（2）新華社通信（北京），1993年10月28日付によると，金国家税務局長は新華社通信記者の
　質問に答え「社会主義市場経済の発展の要請に適応するために，わが国の税収制度に重
　大な改革をしょうとするもの」としている。
（3）神野直彦「市場経済化と租税制度」r甲南経済学論集』第34巻第4号，1994年3月。
（4）神野教授は流転税を一般売上税とされている。流通税の一種で，広義に用いられるこ
　ともある。
（5）神野教授は産品税と訳されている。
（6）増同税は付加価値税の一つであろう。
（7）中国の営業税は1984年9月，それまでの工商税をもとにできた。商品の卸売り，小売
　り，交通運輸業，建築業，金融保険業，郵便通信業，サービス業，不動産業……など
　14種類があったが，今回の改革で9種類に整理された。
（8）項懐誠主編r中国財政体制改革』中国財政経済出版社，1994年，49ページ参照。項氏
　は，中国財政部副部長。
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（9）包乾は請負制である。
（10）分成は，一定の割合で分配することをさす。
（！1）節支は，支出を節約することである。
（12）項，前掲書，113ページ。
（13）今回の税制改革へのコメントとして，佐藤祐次「中国新税制の寸描一市場経済へ体系
　整備すすむ一」r福祉と税金』CTJフォーラム，1995年，第8号，がある。
（14）佐藤祐次氏によれば，中国の「税金元年」とされている。
（15）例えば，国務院法制局財貿外事法規司r新税法問答』1994年1月，参照。
（16）二二とは，修理と部品の取り替えや補充業務を指す。いわゆる「修理修配」とは，委
　託を受けて損傷し利用価値の失われた物を直し，それを元の利用価値のある物に回復
　する業務をさす。
（17）納税入が次の貨物を販売（あるいは輸入）する場合13％の低税率を適用する：即ち，
　　1．食糧・食用植物油
　　2．水道・暖房・冷房・湯水・ガス・石油液化ガス・天然ガス・メタンガス・居住
　　　民用石炭製品
　　3．図書・新聞・雑誌
　　4．飼料・化学肥料・農薬・農業機械・農膜＊
　　5．国務院が規定したその他の貨物
　などである。
　　　＊農膜は農業用塩化ビニールフィルム（シート）をさす。
（18）新しい営業税目・税率は，表6の通りである。
（19）納税者の収入総額には次の項目を含める。（1）生産・経営の収入。（2）財産譲渡の収入。
　（3）利子収入。（4＞賃貸し収入。（5＞特許権使用料からの収入。（6）配当金収入。（7＞その他の収
　入。課税の所得額を計算する時，控除できる項目には次のものがある。（1）納税者の生
　産・経営の期間における金融機関からの借金の利子支出を，実際の発生額に基づいて
　控除する。非金融機関からの借金の利子支出を，金融機関の同類・同期の貸金利子で計
　算する金額より高くない部分のみ，控除することを認める。②納税者が従業員に支払っ
　た給料は課税給料に基づいて控除する。課税給料の具体的な標準は，財政部の規定の範
　囲内で省・自治区・直轄市人民政府によって規定され，財政部へ報告して記録に載せ
　る。（3）納税老の従業員労働組合経費・従業員福祉費・従業員教育費はそれぞれ課税給
　料総額の2％・14％・1．5％で計算して控除する。（4）納税者が公益事業・救済事業への
　寄付の支出を行う時は，年度課税総額の3％以内の部分を控除することを認める。
（20）馬二二「分税制；中央・地方の両者への懸念」r中国青年報』1994．！，8。
（21）国家計画委員会経済研究所財政金融研究室「財政新体制の運営における利害組織の変
　動・影響及び建議」r経済改革と発展』1994年8月号。
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